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　＜第 3 回研究会＞

スコットランドの独立と連合王国のゆくえ

山崎　幹根

連合王国は 1997 年の労働党政権の誕生を契機
に，スコットランド，ウェールズ，北アイルランドの各「領
域」に議会を設置し，権限移譲を実行した。各「領
域」に対する権限移譲の内容は，それぞれの「領域」
に裏付けられた歴史的過程や，権限移譲を実現する
までの政治過程が異なっているために，多様である。
換言すれば，連合王国は，歴史的経緯や背景が異
なる「領域」からの政治的要求をその都度，柔軟に
対処してきたのである。その結果として，不均一な
権限移譲の状態のまま，連合王国という国家の形態
が成立っている。

現在のスコットランド独立議論は，連合王国か
らの独立を標榜している地域政党であるスコットラ
ンド国民党（The Scottish National Party―以下，
SNP）が 2007 年にスコットランド議会選挙におい
て政権党となったことから加速した。SNPは，スコッ
トランドが独立国家となることによって，いっそうの
経済的な繁栄を享受できるし，地域特性を活かし
た独自の政策を実行することができると訴えてきた。
周知のとおり，連合王国はスコットランド沖に北海油
田を有する産油国であるが，その税収のほとんどは
スコットランド政府ではなく中央政府に納められる。
スコットランド政府に対して中央政府からは一括交
付金という形で財政資源が配分されているが，SNP
はその配分額が低く抑えられていると主張している。
また現在，スコットランドには核ミサイルを搭載した
原子力潜水艦の海軍基地があるが，SNPはスコット
ランドを非核地域として核兵器に依存しない安全保
障政策の確立を標榜している。さらに，全国政府よ
りも積極的に，風力，潮力，波力などの自然再生エ
ネルギーの開発利用をすすめている。

SNP はその後，2011年の議会選挙では 129 議

席のうち過半数を大幅に超える69 議席を獲得し政
権維持に成功，独立を問う住民投票の実施に向け
た準備を進めていた。2012 年 10月，スコットラン
ド政府のサモンド首相と，連合王国政府のキャメ
ロン首相は，2014 年にスコットランドの連合王国か
らの独立を問う住民投票を行うことで合意した（エ
ディンバラ合意）。2013 年 11月には，スコットラン
ド政府が独立後のスコットランド政府の将来像を示
した白書「スコットランドの将来（原題―Scotland's 
Future）」を公表した。

住民投票キャンペーンにおいて SNP は主要政策
の詳細を，説得力を持たせる形で提示するには至っ
ていない。例えば，SNP は核兵器を搭載した原子
力潜水艦の海軍基地の撤去を明言している。しか
しながら，基地閉鎖のプロセスや新しい軍の編成は
明確ではない。また，SNP はユーロ圏への加入を
目標としているものの，当面はユーロ危機の現状を
考慮してポンドを維持し，イングランドと通貨連合と
いう構想を提示しているが，保守党，労働党，自由
民主党の全国政党は，これを一蹴している。さらに，
独立後のスコットランドの財政的な自立が最大の焦
点となるが，SNPは石油・ガス収入の 80％以上を，
また，洋上で操業する関連産業の税収をスコットラ
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ンドの税収とすることを目論んでいるが，イギリス政
府が交渉を通じて合意するかは不透明である。また，
今までの選挙戦においてもSNP は独立後のスコッ
トランドが財政的にも経済的にも豊かになれると強
調しているが，労働党や自由民主党などの既成政党
は反対に，財政的な窮乏のみならず，リーマン・ショッ
ク後のバンク・オブ・スコットランドやロイヤル・バンク・
オブ・スコットランドの公的支援が不可能となるとし
て独立に反対しており，両者の主張は平行線をたどっ
ている。この他にも，独立するスコットランドが連合
王国の累積債務をどの程度引き受けるのかも今後の
争点となる。

ところが SNPによる独立構想では，スコットラン
ドがイングランドと断絶した形で独立国を形成する
ことを主張しているわけではない。王室に関しても，
1603 年以来の同君連合を継続させ，君主制を維持
することを表明している。SNP が主張する独立国と
してのスコットランドの地位は，EU，NATO の枠組
みにある状態を含めて，相当な自立性を持った連合
王国の枠内の「領域」政府と限りなく近づく可能性
があり，両者の関係も絶対的な対立関係に固定化さ
れるわけではない。一方，独立反対派も程度の差
はあるものの，いっそうの権限移譲を求めている。

スコットランドの独立議論は，独立を問うことが
地域の自立，発展のために望ましい統治の単位とは
何かを再考する契機となりうることを物語っている。
と同時に，これを受け止める国家のありかた全体を
再考する問題提起でもある。
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